
	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

 
 
 

講演 海渡雄一さん（弁護士） 
     「戦争を準備する秘密法が招く民主主義の危機 
        -修正案では表現の自由は守れない-」 
 
   半田滋さん（東京新聞編集委員） 
      「安倍政権がめざす軍事国家への道」 
 発言 すべての基地にNO！を・ファイト神奈川ほか 

 

◉と き １１月５日（火曜日）18時30分 
◉ところ 文京区民センター ２Ａ集会室 
        都営地下鉄大江戸線・三田線「春日駅」下車 Ａ２出口すぐ 
        東京メトロ丸ノ内線・南北線「後楽園駅」下車 徒歩５分 
 

 安倍政権が「何が秘密？それは秘密」法（秘密保護法案）の制定に向けて動き出しました。
自民、公明両党は22日、与党政策責任者会議を開き、秘密保護法案を正式に了承しました。
政府は25日に閣議決定し、同法案を国会上程しようとしています。 
政府、与党は、同法案を国家安全保障法会議設置法案と一体のものとして、特別委員会で審
議する方針です。特別委員会での審議の狙いが、集中審議による早期審議打ち切り・採決、
今国会での制定にあることはいうまでもありません。 

 「何が秘密？それは秘密」法（秘密保護法案）は、外交、防衛、特定有害活動（スパイ活
動）・テロ防止の４つの分野に関する情報を行政機関の長が「特定秘密」に指定できるという
ものです。何が「秘密」とするかは行政機関の恣意的判断できめられ、それをチェックする
第三者機関もありません。「特定秘密」を漏らした公務員だけでなく、記者や市民も知ろうと
すれば、最高懲役10年の厳罰が科せられます。 

 政府・与党は、同法案に対する批判の高まりの前に、条文に文言として「知る権利」「取材
の自由」をいれるから問題ないとしていますが、小手先のごまかしにすぎず、法案の持つ危
険性にかわりはありません。現在でも、原発関連情報は隠され続けています。同法案が制定
されれば、市民の生命と安全にかかわる情報が主権者である市民の目から隠されてしまいま
す。 
 知る権利、取材・報道の自由を侵害する「何が秘密？それは秘密」法（秘密保護法案）の
制定に反対しましょう。11・5緊急集会にご参加ください。   

主 催 「何が秘密？それは秘密」法（秘密保護法案）に反対するネットワーク 
       （略称・秘密法反対ネット） 

連絡先 盗聴法に反対する市民連絡会 090-2669-4219（久保） 
    東京共同法律事務所（海渡雄一・中川亮） 03-3341-3133 
    日本国民救援会 03-5842-5842 
    反住基ネット連絡会 090-2302-4908（白石） 
    許すな！憲法改悪・市民連絡会 03-3221-4668 
 

参加費：500円 



 
 
 
 
 
  
 
  

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

政府・官僚による情報隠し 
 わたしたちの生命と安全をおびやかす情報が、わ
たしたち主権者の目から隠されてしまう－そんな
危険な法案がまもなく閣議決定され、国会に提出さ
れようとしています。「何が秘密？それは秘密」法
（秘密保護法案）です。法案は、防衛・外交・特定
有害活動（スパイ活動）・テロ防止の４分野に関す
る情報を、行政機関の長が「特定秘密」に指定でき
るとしています。何を「特定秘密」とするかは行政
機関の判断にまかされ、その判断をチェックする第
三者機関はありません。政府や官僚が思いのままに
情報を隠せる、それが「秘密保護法案」です。 

葬られる原子力関連情報 
 福島原発事故では、メルトダウンの事実も、スピー
ディの情報も、汚染水の漏洩も、わたしたちの生命・
安全にかかわる重大な事実が隠されてきました。原発
は原爆開発の技術を転用したもので、もともとは軍事
技術です。これまでもプルトニウム関連の情報は「安
全保障」上の理由から厳しく規制されてきました。法
案が成立すれば、原発に関する多くの情報は「テロ対
策」の名のもと闇に葬られてしまうでしょう。 
 

厳罰で狙う委縮効果 
 公務員が「特定秘密」を漏らしたり、ジャーナリス
トや市民が「特定秘密」を取得したりしようとすれば最
高10年の刑が科せられます。たとえ「特定秘密」を取
得しなくとも、教唆、共謀、煽動などをはかったという
だけで処罰の対象となります。法案は、憲法が保障する
知る権利や報道の自由を侵害する、違憲立法です。 
 

戦争準備のための秘密法 
 アメリカでは1961年に広島型原爆の260倍にあ
たる水素爆弾がB52爆撃機から地上に落下し大惨事
寸前の事故をおこしたことがずっと「秘密」にされ
てきました。核兵器や軍事情報が秘匿されることに
よって、わたしたちの生命が危険にさらされます。
秘密法は、国家安全保障会議（日本版NSC）設置法
案と一体のものとして審議される予定です。日本版
NSCは、アメリカとの軍事機密や武器開発に関する
情報の共有化を前提としています。集団的自衛権の
行使を認める安倍政権のもと、秘密法は日本をアメ
リカの戦争準備に組み込む危うい法案として登場し
ました。 
 

強まる行政による統制支配 
 行政を監視する国会議員に「特定秘密」を提供する
場合、会議を秘密会にするなど知る者の範囲を制限し
ようとしています。また国会議員が知り得た「特定秘
密」を議員活動で利用できるかどうか明確ではありま
せん。国会が行政を監視するのではなく、行政が国会
を支配する構造となっています。これは議院内閣制＝
憲法原理の否定です。 
 

修正でも変わらない法案の本質 
 政府は、法案提出の直前に公明党の要望を
受けいれ、条文に「知る権利」「取材の自由」
の文言を入れるから問題ないとしています。
これは小手先のごまかしにすぎず、法案がも
つ危険性に変わりはありません。 

 「秘密保護法案」は、わたしたちの知る権
利、報道の自由、表現の自由を侵害し、わた
したちの生命と安全そして平和をおびやか
す憲法違反の法案です。 
 

「何が秘密？それは秘密」法（秘密保護法案）  
         に反対するネットワーク 
連絡先（略称・秘密法反対ネット） 
 盗聴法に反対する市民連絡会 090-2669-4219（久保） 
 東京共同法律事務所（海渡雄一・中川亮） 03-3341-3133 
 日本国民救援会 03-5842-5842 
 反住基ネット連絡会 090-2302-4908（白石） 
 許すな！憲法改悪・市民連絡会 03-3221-4668 


